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別府市日常生活用具給付事業実施要綱  

 

全部改正 平成２６年１２月１７日  

別府市告示第４２２号 

改正 平成２８年３月３０日 

別府市告示第９７－３号 

改正 平成２８年９月２６日 

別府市告示第３２９号 

 

 

 別府市日常生活用具給付等事業実施要綱（平成２２年別府市告示第６４

号）の全部を次のように改正する。  

 

 （趣旨）  

第１条 この要綱は、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する

ための法律（平成１７年法律第１２３号）第７７条第１項第６号の規定

に基づき、日常生活を営むのに支障がある在宅の障害者又は障害児に対

し、予算の定めるところにより日常生活上の便宜を図るための用具（以

下「用具」という。）を給付することについて必要な事項を定めるものと

する。  

（給付の対象用具、対象者、耐用年数等）  

第２条 給付の対象となる用具は、別表の種目の欄に掲げる用具とする。  

２ 用具の給付の対象となる者（以下「対象者」という。）は、市の区域内

に住所を有する者で、別表の対象者の欄に該当するものとする。ただし、

介護保険法（平成９年法律第１２３号）の規定により給付の対象となる

用具の貸与又は購入に係る保険給付を受けることができる者は除く。  

３ 既に給付を受けた用具と同一種目の用具の給付の申請については、既

に給付を受けた用具の給付日から別表の耐用年数の欄に定める年数を経

過していなければならない。ただし、当該年数を経過する前に、修理不

能により用具の使用が困難となった場合は、この限りでない。  

４ 点字図書の給付は、対象者１人につき年間６タイトル又は２４巻を限
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度とする。ただし、辞書等一括して購入しなければならないものを除く。  

５ ストーマ装具及び紙おむつ等の給付は、１回の申請につき６月分を限

度とする。  

６ 居宅生活動作補助用具の給付は、対象者１人につき、現に居住する住

宅について別表に定める基準額に達するまでとする。  

（給付の申請）  

第３条 用具の給付を受けようとする障害者又は障害児の保護者（以下「申

請者」という。）は、次の各号に掲げる用具に応じ、当該各号に定める申

請書を福祉事務所長に提出しなければならない。  

 (1) 用具（居宅生活動作補助用具を除く。） 日常生活用具給付申請書

（様式第１号）  

 (2) 居宅生活動作補助用具 居宅生活動作補助用具給付申請書（様式第

２号）  

２ 前項各号に定める申請書（点字図書の給付に係る申請を除く。）には、

申請者及び当該申請者と同一の世帯に属する者（当該申請者が障害者で

ある場合にあっては、その配偶者に限る。）の同項に規定する申請をする

日（以下この項及び第６条第２項第２号イにおいて「申請日」という。）

の属する年度（当該申請日の属する月が４月から６月までの場合にあっ

ては、前年度。第６条第２項第２号イにおいて同じ。）分の地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）の規定による市町村民税（同法の規定による

特別区民税を含むものとし、同法第３２８条の規定によって課する所得

割を除く。第６条第２項第２号イにおいて同じ。）の課税額を証明する書

類その他福祉事務所長が必要と認める収入の額を証する書類（生活保護

法（昭和２５年法律第１４４号）による被保護世帯（単給世帯を含む。）

であるときは、その旨の証明書）を添付しなければならない。  

３ 福祉事務所長は、申請者の同意があって、公簿等により前項に規定す

る添付書類の記載事項を確認することができるときは、当該添付書類を

省略させることができる。  

４ 点字図書の給付の申請に係る第１項第１号に定める申請書には、点字

出版施設による点字図書発行証明書を添付しなければならない。  

５ 第１項第２号に定める申請書には、第２項に規定する添付書類のほか、
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住宅改修図面、住宅改修見積書及び現況写真並びに借家の場合は家主の

承諾書を添付しなければならない。  

（決定等）  

第４条 福祉事務所長は、前条第１項に規定する申請（点字図書の給付に

係る申請を除く。）があったときは、当該職員に申請者の身体状況、住宅

環境等を調査させるとともに、その内容を審査し、用具の給付の決定を

行うものとする。  

２ 福祉事務所長は、点字図書の給付に係る前条第１項に規定する申請が

あったときは、その内容を審査し、点字図書の給付の決定を行うものと

する。  

３ 福祉事務所長は、第１項の規定により用具の給付を行うことを決定し

たときは、申請者に日常生活用具給付決定通知書（様式第３号）により

通知するとともに、日常生活用具給付券（様式第４号）を交付するもの

とする。  

４ 福祉事務所長は、第２項の規定により点字図書の給付を行うことを決

定したときは、申請者に日常生活用具給付決定通知書により通知すると

ともに、提出された点字図書発行証明書に給付する旨の証明をして返却

するものとする。  

５ 福祉事務所長は、第１項又は第２項の規定により用具の給付を行わな

いことを決定したときは、申請者に却下決定通知書（様式第５号）によ

り通知するものとする。  

 （用具の給付の委託）  

第５条 福祉事務所長は、前条第１項の規定により用具（居宅生活動作補

助用具を除く。以下この条において同じ。）の給付の決定を受けた者に用

具の給付を行うときは、用具の製作又は販売を業とする者（以下「用具

業者」という。）に委託して行うものとする。  

（用具給付決定者の費用の負担）  

第６条 第４条第１項の規定により用具の給付の決定を受けた者（以下「用

具給付決定者」という。）は、用具の給付を受けたときは、用具の給付に

要する費用の一部を負担しなければならない。  

２ 前項の規定により用具給付決定者が負担する額は、次に掲げる額の合
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計額とする。  

 (1) 用具の給付に要する費用が、別表に定める基準額を超えるときは、

用具の給付に要する費用から当該基準額を減じた額  

 (2) 用具の給付に要する費用の額（当該費用が別表に定める基準額を超

えるときは、同表に定める基準額）から、当該額に１００分の９０を

乗じて得た額（１円未満は切り捨てる。）を差し引いた額。ただし、

当該額が、次のア又はイに掲げる用具給付決定者の区分に応じ、当該

ア又はイに定める額を超えるときは、当該ア又はイに定める額とする。 

ア イに掲げる用具給付決定者以外の用具給付決定者 ３７，２００

円  

イ 市町村民税世帯非課税者（用具給付決定者及び当該用具給付決定

者と同一の世帯に属する者（当該用具給付決定者が障害者である場

合にあっては、その配偶者に限る。）が申請日の属する年度分の地

方税法の規定による市町村民税を課されない者（市町村の条例で定

めるところにより当該市町村民税を免除された者を含むものとし、

当該市町村民税の賦課期日において同法の施行地に住所を有しな

い者を除く。）である場合における当該用具給付決定者をいう。）又

は用具給付決定者及び当該用具給付決定者と同一の世帯に属する

者が、第４条第１項の規定により用具の給付の決定を受けた月にお

いて、被保護者（生活保護法第６条第１項に規定する被保護者をい

う。）である場合における当該用具給付決定者 ０円  

３ 前項の規定にかかわらず、ストーマ装具の給付の決定を受けた用具給

付決定者が当該給付において負担する額は、同項第１号の規定により算

出された額及び同項第２号の規定により算出された額に２分の１を乗じ

て得た額（１円未満の端数は切り捨てる。）の合計額とする。  

４ 用具給付決定者は、福祉事務所長から用具の給付を委託された用具業

者から当該用具を受け取ったとき又は居宅生活動作補助用具の給付に伴

い住宅改修を施工する業者（以下「住宅改修業者」という。）が当該住宅

改修を完了したときは、当該用具業者又は住宅改修業者に日常生活用具

給付券を提出するとともに、第１項の規定により負担しなければならな

い費用を支払わなければならない。  
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 （点字図書給付決定者の費用の負担及び給付の方法）  

第７条 第４条第２項の規定により点字図書の給付の決定を受けた者（以

下「点字図書給付決定者」という。）は、点字図書の給付に要する費用の

一部を負担しなければならない。  

２ 前項の規定により、点字図書給付決定者が負担する額は、点字翻訳す

る一般図書の購入価格相当額とする。  

３ 点字図書給付決定者は、点字図書出版施設に第４条第４項の規定によ

り返却された点字図書発行証明書を提出するとともに、第１項の規定に

より負担しなければならない費用を支払って点字図書の発行を申し込み、

点字図書の給付を受けるものとする。  

 （市の費用の負担）  

第８条 市は、用具の給付に要する費用のうち、第６条第１項の規定によ

り用具給付決定者が負担する費用又は前条第１項の規定により点字図書

給付決定者が負担する費用を除いた費用を負担する。  

２ 用具を給付した用具業者又は住宅改修を完了した住宅改修業者は、前

項に規定する市が負担する費用を請求しようとするときは、請求書に日

常生活用具給付券を添えて市長に提出するものとする。  

３ 点字図書給付決定者に点字図書を引き渡した点字図書出版施設は、第

１項に規定する市が負担する費用を請求しようとするときは、請求書を

市長に提出するものとする。  

 （譲渡の禁止）  

第９条 用具の給付を受けた者は、当該用具を給付の目的に反して使用し、

譲渡し、交換し、貸し付け、又は担保に供してはならない。  

（費用及び用具の返還）  

第１０条 福祉事務所長は、虚偽その他不正な手段により用具の給付を受

けた者があるとき、又は用具の給付を受けた者が前条の規定に反したと

きは、当該用具の給付に要した費用のうち市が負担した費用の全部若し

くは一部又は当該用具を返還させることができる。  

（台帳の整備）  

第１１条 福祉事務所長は、用具の給付の状況を明確にするため、台帳を

整備しておくものとする。  
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（委任）  

第１２条 この要綱に定めるもののほか、用具の給付に関し必要な事項は、

市長が別に定める。  

   附 則  

 （施行期日）  

１ この要綱は、告示の日から施行する。  

（経過措置）  

２ この要綱の施行前に市が障害者又は障害児の保護者に給付した用具及

び次項の規定によりなお従前の例により給付された用具は、改正後の別

府市日常生活用具給付事業実施要綱（以下「新要綱」という。）の規定に

より給付された用具とみなして新要綱第２条第３項、第４項及び第６項、

第９条、第１０条並びに第１１条の規定を適用する。  

３ 新要綱の規定は、この要綱の施行の日以後に申請のあった用具の給付

から適用し、同日前に申請のあった用具の給付については、なお従前の

例による。  

４ この要綱の施行の際現に存する改正前の別府市日常生活用具給付等事

業実施要綱に定める様式の用紙は、当分の間、適宜補正して使用するこ

とができる。  

   附 則（平成２８年３月３０日別府市告示第９７－３号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

 （別府市人工内耳装用者に対する電池及びスピーチプロセッサ購入費補

助金交付要綱の廃止） 

２ 別府市人工内耳装用者に対する電池及びスピーチプロセッサ購入費補

助金交付要綱（平成２１年別府市告示第１４４号）は、廃止する。 

   附 則（平成２８年９月２６日別府市告示第３２９号） 

 （施行期日） 

１ この要綱は、平成２８年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に存するこの要綱による改正前の様式第１号及

び様式第２号の用紙は、当分の間、適宜補正して使用することができる。 
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別表（第２条、第６条関係） 

種 目  対象者 性  能  基準額 耐用年数  

介護・訓

練 支 援

用具  

特 殊 寝

台  

下肢若しくは体幹

機能障害２級以上

の者又は障害者の

日常生活及び社会

生活を総合的に支

援するための法律

施行令（平成１８

年政令第１０号）

で定める特殊の疾

病の者（以下「難

病 患 者 等 」 と い

う。）で寝たきり

の 状 態 に あ る も

の。ただし、児童

にあっては、原則

として学齢児以上

の者とする。  

腕、脚等の訓練の

できる器具を付帯

し、原則として使

用者の頭部及び脚

部の傾斜角度を個

別に調整できる機

能を有するもの  

１５４，０００円 ８年  

 特 殊 マ

ット  
下肢若しくは体幹

機能障害１級（１

８歳までは２級以

上）で常時介護を

要する者、重度の

知的障害者又は難

病患者等で寝たき  

褥
じょく

瘡
そう

の 防 止 又 は

失禁等による汚染

若しくは損耗を防

止できる機能を有

するもの  

１９，６００円 ５年  

  りの状態にあるも

の。ただし、児童

にあっては、原則

として３歳以上の

者とする。 

   

 特 殊 尿

器 

下肢若しくは体幹

機能障害１級の者

（常時介護を要す

る者に限る。）又

は難病患者等で自

力で排尿できない

もの。ただし、児

童にあっては、原

則として学齢児以

上の者とする。 

尿が自動的に吸引

されるもので、障

害者及び難病患者

等（以下「障害者

等」という。）又

は介護者が容易に

使用し得るもの 

６７，０００円 ５年 

 入 浴 担

架  
下肢又は体幹機能

障害２級以上の者

（ 入 浴 に 当 た っ

て、家族等他人の

介助を要する者に

限る。）。ただし、

児童にあっては、

原則として３歳以

上の者とする。  

障害者を担架に乗

せたままリフト装

置により入浴させ

るもの  

８２，４００円 ５年  

 体 位 変 下肢若しくは体幹 介助者が障害者等 １５，０００円 ５年  



8 

換器  機能障害２級以上

の者（下着交換等

に当たって、家族

等他人の介助を要

する者に限る。）

又は難病患者等で

寝たきりの状態に

あるもの。ただし、

児童にあっては、

原則として学齢児

以上の者とする。  

の体位を変換させ

るのに容易に使用

し得るもの  

 移 動 用

リフト  
下肢若しくは体幹

機能障害２級以上

の者又は難病患者

等で下肢若しくは

体幹機能に障害の

あるもの。ただし、

児童にあっては、

原則として３歳以

上の者とする。  

介護者が障害者等

を移動させるに当

たって、容易に使

用し得るもの。た

だし、天井走行型

その他住宅改修を

伴うものを除く。  

１５９，０００円 ４年  

   移動用リフト用吊

り具 

３９，０００円  

 訓 練 い

す  
身体障害者手帳の

交付を受けた児童

であって、当該手

帳に身体上の障害  

原則として付属の

テーブルをつける

ものとする。  

３３，１００円 ５年  

  （下肢又は体幹機

能障害に係るもの

に限る。）の程度

が１級又は２級で

あるものとして記

載されている、か

つ、原則として３

歳以上であるもの 

   

 訓 練 用

ベッド 

身体障害者手帳の

交付を受けた児童

であって、当該手

帳に身体上の障害

（下肢又は体幹機

能障害に係るもの

に限る。）の程度

が２級以上である

ものとして記載さ

れている、かつ、

原則として学齢児

以上のもの又は難

病患者等で下肢若

しくは体幹機能に

障害のあるもの 

腕又は脚の訓練が

できる器具を備え

たもの 

１５９，２００円 ８年 



9 

自 立 生

活 支 援

用具  

入 浴 補

助 用 具

  

下肢若しくは体幹

機能障害者又は難

病患者等で入浴に

介助を必要とする

もの。ただし、児

童にあっては、原

則として３歳以上

の者とする。 

入浴時の移動、座

位の保持、浴槽へ

の入水等を補助で

き、障害者等又は

介助者が容易に使

用し得るもの。た

だし、設置に当た

り住宅改修を伴う

ものを除く。 

９０，０００円 ８年  

 便器  下肢若しくは体幹

機能障害２級以上

の者又は常時介助

を要する難病患者

等。ただし、児童

にあっては、原則

として学齢児以上

の者とする。  

障害者等が容易に

使 用 し 得 る も の

（手すりを付ける

ことができる。）。

ただし、取替えに

当たり住宅改修を

伴うものを除く。  

４，４５０円 ８年  

 歩 行 補

助つえ  
平衡機能又は下肢

若しくは体幹機能

障害者  

Ｔ字状・棒状のつ

え  
３，１５０円 ３年  

 移動・移

乗 支 援

用 具  

  

平衡機能若しくは

下肢若しくは体幹

機 能 に 障 害 を 有

し、家庭内の移動

等において介助を

必要とする者又は

難病患者等で下肢

が不自由なもの。

ただし、児童にあ 

おおむね次のよう

な性能を有する手

すり、スロープ等

であること。ただ

し、設置に当たり

住宅改修を伴うも

のを除く。  

ア  障害者等の身

体機能の状態を 

６０，０００円 ８年 

  っては、原則とし

て３歳以上の者と

する。 

十分踏まえたも

のであって、必

要な強度と安定

性を有するもの 

イ  転倒予防、立

ち上がり動作の

補助、移乗動作

の補助、段差解

消等の機能を有

するもの  
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 頭 部 保

護帽 

平衡機能又は下肢

若しくは体幹機能

障害者又は知的障

害者（児）・精神

障害者で転倒によ

り頭部を強打する

おそれのあるもの 

 スポンジ、革が主

材 料 の も の  １

５，６５６円 

スポンジ、革、プ

ラスチックが主材

料のもの ３７，

８５２円 

上記の基準額につ

いては、オーダー

メイドによる製品

に適用するものと

し、レディメイド

については、上記

の基準額の８０％

の範囲内の額とす

る。 

３年 

 特 殊 便

器  
上肢障害２級以上

の者、重度の知的

障害者であり、訓

練を行っても自ら

排便後の処理が困

難なもの又は難病

患者等で上肢機能

に 障 害 の あ る も

の。ただし、児童

にあっては、原則

として学齢児以上

の者とする。  

足踏ペダルにて温

水温風を出し得る

もの。ただし、取

替えに当たり住宅

改修を伴うものを

除く。  

１５１，２００円 ８年  

 火 災 警

報器  
火災発生の感知及

び避難が著しく困

難な重度の障害者

のみの世帯、難病

患者等のみの世帯

又はこれらに準ず

る世帯  

室内の火災を煙又

は 熱 に よ り 感 知

し、音又は光を発

し屋外にも警報ブ

ザーで知らせ得る

もの  

１５，５００円 ８年  

 自 動 消

火器  
火災発生の感知及

び避難が著しく困

難な重度の障害者

のみの世帯、難病

患者等のみの世帯

又はこれらに準ず

る世帯  

室内温度の異常上

昇又は炎の接触で

自動的に消火液を

噴射し、初期火災

を消火し得るもの  

２８，７００円 ８年  

 電 磁 調

理器 

視覚障害２級以上

の者又は重度の知

的 障 害 者 で あ っ

て、１８歳以上の

もの（盲人又は知

的障害者のみの世

帯及びこれに準ず

る世帯に限る。） 

視覚障害者及び知

的障害者が容易に

使用し得るもの 

４１，０００円 ６年  

 歩 行 時

間 延 長

視覚障害２級以上

の者。ただし、児

視覚障害者が容易 ７，０００円 １０年  
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信 号 機

用 小 型

送信機  

童にあっては、原

則として学齢児以

上の者とする。  

に使用し得るもの  

 聴 覚 障

害 者 用

屋 内 信

号装置 

聴覚障害２級以上

の者（聴覚障害者

のみの世帯及びこ

れに準ずる世帯で

日常生活上必要と

認められる世帯に

限る。） 

音、声音等を視覚、

触覚等により知覚

できるもの 

８７，４００円 １０年 

在 宅 療

養 等 支

援用具  

透 析 液

加温器  
腎臓機能障害３級

以上で自己連続携

行 式 腹 膜 灌 流 法

（ＣＡＰＤ）によ

る透析療法を行う

者。ただし、児童

にあっては、原則

として３歳以上の

者とする。  

透析液を加温し、

一定温度に保つも

の  

５１，５００円 ５年  

 ネ ブ ラ

イザー  
呼吸器機能障害３

級以上若しくは同

程度の身体障害者

であって、必要と

認められるもの又

は難病患者等で呼

吸器機能に障害の

あるもの。ただし、

児童にあっては、

原則として学齢児

以上の者とする。  

障害者等が容易に

使用し得るもの  
３６，０００円 ５年  

 電 気 式

た ん 吸

引器  

呼吸器機能障害３

級以上若しくは同

程度の身体障害者

であって、必要と

認められるもの又

は難病患者等で呼

吸器機能に障害の

あるもの。ただし、

児童にあっては、

原則として学齢児

以上の者とする。  

障害者等が容易に

使用し得るもの  
５６，４００円 ５年  

 酸 素 ボ

ン ベ 運

搬車  

医療保険における

在宅酸素療法を行

う者  

障害者が容易に使

用し得るもの  
１７，０００円 １０年  

 盲 人 用

体 温 計

（ 音 声

式）  

視覚障害２級以上

の者（盲人のみの

世帯及びこれに準

ず る 世 帯 に 限

る。）。ただし、

児童にあっては、

原則として学齢児

以上の者とする。  

視覚障害者が容易

に使用し得るもの  
９，０００円 ５年  
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 盲 人 用

体 重 計

  

視覚障害２級以上

の者（盲人のみの

世帯及びこれに準

ずる世帯に限る。） 

視覚障害者が容易

に使用し得るもの 

１８，０００円 ５年 

 動 脈 血

中 酸 素

飽 和 度

測 定 器

（ パ ル

ス オ キ

シ メ ー

ター） 

呼吸器若しくは心

臓機能障害３級以

上の者又は難病患

者等で在宅酸素療

法を行うもの若し

くは人工呼吸器の

装着が必要なもの  

呼吸状態を継続的

にモニタリングす

ることが可能な機

能を有し、障害者

等が容易に使用し

得るもの  

１５７，５００円 ５年  

情報・意

思 疎 通

支 援 用

具  

 

携 帯 用

会 話 補

助 装 置

  

音声機能若しくは

言語機能障害者又

は肢体不自由者で

あって、発声・発

語に著しい障害を

有するもの。ただ

し、児童にあって

は、原則として学

齢児以上の者とす

る。  

携帯式で、言葉を

音声又は文章に変

換 す る 機 能 を 有

し、障害者が容易

に使用し得るもの  

９８，８００円 ５年  

 情報・通

信 支 援

用 具  

  

視覚障害２級以上

の者及び重度の上

肢不自由者・児等

であって周辺機器

等を使用しなけれ

ば情報機器の利用

が困難なもの。た

だし、児童にあっ

ては、原則として

学齢児以上の者と

する。  

障害者向けのパー

ソナルコンピュー

タ周辺機器又はア

プリケーションソ

フト  

１００，０００円  

 

６年  

 視 覚 障

害 者 用

ワ ン セ

グ ラ ジ

オ 

視覚障害２級以上

の者。ただし、児

童にあっては、原

則として学齢児以

上の者とする。 

地上デジタル放送

が受信できる物で

あって、視覚障害

者（児）が容易に

使用し得るもの 

２９，０００円 ６年 

 点 字 デ

ィ ス プ

レイ  

視覚障害及び聴覚

障害の重度重複障

害（原則として視

覚障害２級以上か

つ聴覚障害２級）

の あ る 者 で あ っ

て、必要と認めら

れるもの  

文字等のコンピュ

ータの画面情報を

点字等により示す

ことのできるもの  

３８３，５００円 ６年  

 点字器  視覚障害者で、必

要と認められるも

の。ただし、児童

にあっては、原則

として学齢児以上

視覚障害者が容易

に使用し得るもの  
（標準型） 

真鍮製 １０，７

１２円  

プラスチック製 

６，７９８円  

標準型 

７年  

携帯用 

５年  
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の者とする。  （携帯用） 

アルミニウム製 

７，４１６円  

プラスチック製 

１，６９９円 

 点 字 タ

イ プ ラ

イター  

視覚障害２級以上

の者（本人が就労

若しくは就学して

いるか又は就労が

見込まれる者に限

る。）  

視覚障害者が容易

に使用し得るもの  
６３，１００円 ５年  

 視 覚 障

害 者 用

ポ ー タ

ブ ル レ

コ ー ダ

ー 

視覚障害２級以上

の者。ただし、児

童にあっては、原

則として学齢児以

上の者とする。 

音声等により操作

ボタンが知覚又は

認識でき、かつ、

ＤＡＩＳＹ方式に

よる録音及び当該

方式により記録さ

れた図書の再生が

可能な製品であっ

て、視覚障害者が

容易に使用し得る

もの 

録 音 再 生 機  ８

５，０００円 

再 生 専 用 機  ３

５，０００円 

６年  

 視 覚 障

害 者 用

活 字 文

書 読 上

げ 装 置

  

視覚障害２級以上

の者。ただし、児

童にあっては、原

則として学齢児以

上の者とする。  

文字情報と同一紙

面上に記載された

当該文字情報を暗

号化した情報を読

み取り、音声信号

に変換して出力す

る機能を有するも

ので、視覚障害者

が容易に使用し得

るもの  

９９，８００円 ６年  

 視 覚 障

害 者 用

拡 大 読

書 器  

  

視覚障害者であっ

て、本装置により

文字等を読むこと

が 可 能 に な る も

の。ただし、児童

にあっては、原則

として学齢児以上

の者とする。  

画像入力装置を読

みたいもの（印刷

物等）の上に置く

ことで、簡単に拡

大された画像（文

字等）をモニター

に映し出せるもの  

１９８，０００円 ８年  

 盲 人 用

時 計  

  

視覚障害２級以上

の者  
視覚障害者が容易

に使用し得るもの  
触読式 １０，３

００円  

音声式 １３，３

００円 

１０年  

 聴 覚 障

害者用  
聴覚障害者又は発

声・発語に著しい  
一般の電話に接続

することができ、  
７１，０００円 ５年  

 通 信 装

置 

障害を有する者で

あって、コミュニ

ケーション、緊急

連絡等の手段とし

て必要と認められ

音声の代わりに、

文字等により通信

が可能な機器であ

り、聴覚障害者が

容易に使用できる
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るもの。ただし、

児童にあっては、

原則として学齢児

以上の者とする。 

もの 

 聴 覚 障

害 者 用

情 報 受

信 装 置

  

聴覚障害者（児）

であって、本装置

によりテレビの視

聴が可能になるも

の  

字幕及び手話通訳

付きの聴覚障害者

用番組並びにテレ

ビ番組に字幕及び

手話通訳の映像を

合成したものを画

面に出力する機能

を有し、かつ、災

害時の聴覚障害者

向け緊急信号を受

信するもので、聴

覚障害者が容易に

使用し得るもの  

８８，９００円 ６年  

 人 工 喉

頭  
喉頭摘出者  笛式  呼気により

ゴム等の膜を振

動させ、ビニー

ル等の管を通じ

て音源を口腔内

に導き構音化す

るもの 

電動式  顎下部等

にあてた電動板

を駆動させ経皮

的に音源を口腔

内に導き構音化

するもの  

笛式 ５，１５０

円  

電動式 ７２，２

０３円  

笛式  

４年  

電動式  

５年  

 人 工 喉

頭（埋込

型 用 人

工鼻） 

音声機能障害者又

は言語機能障害者

で、無喉頭、発声

筋麻痺等により音

声を発することが

困難で、常時埋込

型の人工鼻を使用

している者。（医

療保険等で助成対

象となる場合を除

く。） 

気管孔に取り付け

る人工鼻用カセッ

ト及びベースプレ

ート 

月額２３，１００

円 

 

 点 字 図

書  
主に情報の入手を

点字によっている

視覚障害者。ただ

し、児童にあって

は、原則として学

齢児以上の者とす

る。  

点字により作成さ

れた図書 

  

 人 工 内

耳 用 体

外機（ス

ピ ー チ

聴覚障害者（児）

であって、現に人

工 内 耳 用 体 外 機

（スピーチプロセ

人工内耳用音声信

号処理装置、マイ

クロフォン、送信

コイル、送信ケー

１，０００，００

０円 

５年  
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プ ロ セ

ッサ） 

ッサ）を装用して

いるもの（医療保

険、動産保険その

他の制度等で助成

対象となる場合を

除く。） 

ブル、マグネット、

接続ケーブル等 

 人 工 内

耳 用 電

池 

人工内耳を装着し

ている聴覚障害者

（児） 

人工内耳用体外機

に適合し得る電池

又は充電池 

片耳につき年額２

４，０００円 

 

 人 工 内

耳 用 充

電器 

人工内耳を装着し

ている聴覚障害者

（児） 

専用充電池に適合

し得る専用充電器

であって、対象者

が容易に使用し得

るもの 

２５，０００円 ３年  

排 泄 管

理 支 援

用具  

ス ト ー

マ装具 

腸管の切除若しく

は膀胱の切除によ

って肛門からの排

便又は膀胱からの

排 尿 が 困 難 と な

り、腹部に人工肛

門又は人工膀胱を

設け排泄を行って

いる者 

消化器系  低刺激

性の粘着剤を使

用した密封型又

は下部開放型の

収 納 袋 と す る

（ラテックス製

又はプラスチッ

クフィルム製）。 

尿路系  低刺激性

の粘着剤を使用

した密封型の収 

消化器系 月額

８，８５８円  

尿 路 系  月 額 １

１，６３９円 

 

   納袋で尿処理用

のキャップ付と

する（ラテック

ス製又はプラス

チックフィルム

製）。 

消化器系、尿路系

ともに、１か所当

たりの皮膚保護剤

及び袋を身体に密

着させるものを含

む。 

  

 紙 お む

つ等 

３歳以上の者であ

って、次のいずれ

かに該当するもの  

ア  治療によって

軽快の見込みの

ないストーマ周

辺の皮膚の著し

いびらん若しく

はストーマの変

形のためストー

マ装具を装着す

ることができな

い者又は先天性

疾患（先天性鎖

肛を除く。）に

紙おむつ等の分類  

紙おむつ  

サラシ  

ガーゼ  

脱脂綿  

洗腸装具 

月額１２，０００

円 
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起因する神経障

害による高度の

排尿機能障害若

しくは高度の排

便機能障害のあ

る者若しくは先

天性鎖肛に対す

る肛門形成術に

起因する高度の

排便機能障害の

ある者で、紙お

むつ等の用具類

を必要とするも

の 

イ  脳性麻痺等脳

原性運動機能障

害により排尿又

は排便の意思表

示 が 困 難 な 者

で、紙おむつ等

の用具類を必要

とするもの 

 収尿器 脊髄損傷等による

排尿障（特に失禁

のある場合）によ

り、収尿器を必要

とする者 

採尿器とストーマ

装具（尿路系）で

構成し、尿の逆流

防止装置をつける

もの 

男性用普通型 

７，９３１円  

男性用簡易型 

５，８７１円  

女性用普通型 

８，７５５円  

女性用簡易型 

６，０７７円 

１年  

居 宅 生

活 動 作

補 助 用

具 

居 宅 生

活 動 作

補 助 用

具 

下肢、体幹機能障

害若しくは乳幼児

期以前の非進行性

の脳病変による運

動機能障害（移動

機能障害に限る。）

を有する者であっ

て、障害等級３級

以上（ただし、特

殊便器への取替え

をする場合は上肢

障害２級以上）の

もの又は難病患者

等で下肢又は体幹

機能に障害のある

もの。児童は原則

として学齢児以上

のもの。ただし、

原則として、転居

又は施設入所の予

定 が な い 者 に 限

る。 

給付対象者が現に

居住する住宅（借

家の場合は家主の

承 諾 を 必 要 と す

る。）において、

障害者の移動等を

円 滑 に す る 用 具

で、設置に小規模

な住宅改修を伴う

もの。住宅改修の

範囲は、次に掲げ

るものとする。  

ア 手すりの取付

け  

イ 段差解消 

ウ  滑り防止及び

移動の円滑化等

のための床又は

通路面の材料の

変更  

エ 引き戸等への

２００，０００円  
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扉の取替え  

オ 洋式便器等へ

の便器の取替え  

カ その他アから

オまでの住宅改

修に付帯して必

要となる住宅改

修 

（注） 乳幼児期以前の非進行性の脳病変による運動機能障害の場合は、表中の上

肢・下肢又は体幹機能障害に準じ取り扱うものとする。  


